
サービス産業の
「新しい働き方」
～宿泊業の「働き方改革」を題材に

持続的経営を実現する10のキーワードとは
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日本のサービス産業の生産性は低い。公益財団法人日
本生産性本部の「日米産業別労働生産性水準比較」によ
ると、化学や機械の分野では、日本の生産性がアメリカ
を上回っている。ところが、サービス産業の分野では、圧
倒的に日本の生産性の方が低いのだ。アメリカの生産性
を100とすると、運輸業では 44.3、卸売・小売業では
38.4、飲食・宿泊業では34.0という水準にとどまっている。
人口減少と少子高齢化が進む日本では、近い将来、人

手不足が深刻化する。仮に、このまま生産性が上がらな
ければ、サービス産業では「従業員不足による倒産・廃業」
が多発するだろう。そこで求められるのが、「働き方改革」
なのである。
このレポートでは、サービス産業のなかでも宿泊業の働
き方改革を取り上げる。その理由は3つある。

①�宿泊業はインバウンド需要の増加で市場が拡大してお
り、生産性向上に向けたイノベーションが生まれやす
い環境にある。
②�宿泊業は典型的な労働集約型産業で、かつ、ファミリー
ビジネスの割合が多く旧態依然とした業務フローやマ
ネジメントが幅広く残っており、改革の余地が大きい。
③�宿泊業は日本の各地に幅広く存在しており、小売・飲
食・運輸業など影響を受ける業界も多いため、働き方
改革の波及効果が大きい。

ITの導入や従業員の働く仕組みの再考などを行えば、宿泊
業の生産性は向上が見込める。その効果は周辺にも波及し、
日本のサービス産業全体を変える原動力にもなり得るだろう。

生産性向上の伸びしろが大きい
宿泊業の「働き方」

宿泊業には追い風が�
吹いているが……
今、国内の宿泊業は活況に沸いている。
その原動力は、誰もが知っている通り「イ
ンバウンド需要」だ。訪日外国人旅行者
が増え、国内宿泊施設の客室稼働率は高
水準を保っている。今後も外国人旅行者
は増加すると期待されており、業界には
心強い追い風が吹いていると言える。
しかし、宿泊業の未来はバラ色なのだ
ろうか？　実は、必ずしもそうとは言え
ない。特に旅館の経営においては、イン
バウンド特需の背後に深刻な危機が迫っ
ている。それを裏付けるデータの1つが、
旅館の施設数・客室数の推移だ。
厚生労働省の「衛生行政報告例」によ
れば、2000年度に 6万 4831 あった
旅館は、2015年度には4万661に減っ
た（図 1）。この 15年間で、3分の 1
以上の旅館が営業をやめてしまったわけ
だ。また、旅館が苦境に立たされている
ことは、客室稼働率からもわかる。観
光庁の「宿泊旅行統計調査」によれば、
2016年におけるシティホテルの客室稼
働率は78.7％、ビジネスホテルの客室
稼働率は74.4％だった。ところが、旅
館の客室稼働率は37.9％という低い水
準だったのだ。
旅館の廃業が増え、客室稼働率が低迷
している原因は何だろうか？　旅館の提
供するサービスが消費者ニーズと合って
いない、施設を改修・改築する余裕がな
く老朽化に歯止めがかからないなどの要
因も考えられるだろう。しかし、ここで
指摘しておきたいのが「人手不足」だ。

●旅館客室数  
●旅館施設数

図 1　旅館数は 15 年で 3 分の 2 に減少

＊�厚生労働省「衛生行政報告例」より作成。旅館の施設数・客室数は、
右肩下がりの傾向が続いている
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厚生労働省の「一般職業紹介状況」に
よれば、2017年1月時点の有効求人倍
率は1.36倍だった。これに対し、旅館ス
タッフを含む「接客・給仕の職業」の有効
求人倍率は3.77倍。言い換えれば、3.77
人分の求人に対し、1人の求職者しかい
ないというわけだ。
宿泊業、特に旅館関係者と話をすると、

「とにかく人が採れない」と聞かされるこ
とが多い。その結果、十分な従業員数を
確保できずに、やむなく規模の縮小や廃
業に追い込まれる旅館は決して少なくない
だろう。
宿泊業の関係者を悩ませている人手不
足は、今後、さらに深刻になる。背景に
あるのは、従業員の高齢化である。

総務省の「平成24年就業構造基本調
査」を基に、全産業と宿泊業の就業構成
を比較してみると、宿泊業における従業
員の高齢化が他産業に比べて進んでいる
ことがわかる（図2）。特に注目したいの
が、60歳以上の就業割合だ。全産業の
労働者のうち、60歳以上が占める割合
は19.7％。これに対し、宿泊業では9ポ
イント近く高い28.6％だった。宿泊業の
現場では、総労働時間が長く、かつ長期
的なキャリアを描いて働くことができない
ため、特に30代、40代の割合が低い。
厳しい労働環境がいびつな年齢構成を生
んでしまっている。今後、60代以上の労
働者が大量退職すると、数万人単位で労
働力が不足する危険性もあるだろう。

10年後の宿泊業は
深刻な人手不足に陥る

図 2　宿泊業の高齢化は顕著
＊�総務省「平成 24年就業構造基本調査」より、全産業と宿泊業の年齢別就業割合を抜粋して作成

■宿泊業��
■全産業
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労働者の高齢化が進む宿泊業では、近
い将来、さらなる人手不足に陥ると懸念
されている。一方、インバウンドを中心
に観光需要は旺盛だ。
こうした中で持続的な経営を実現する
ためには、生産性の大幅アップが不可欠
だと言える。限られた人員で顧客に高い
価値を提供していく効率的なオペレー
ションができなければ、宿泊業は立ち行
かなくなる。そこで求められるのが、IT
の積極的導入や、仕事の進め方・運営体
制の見直しといった抜本的な改革だ。
しかし現在の宿泊業界では、ITを利
用して業務効率を高めようとする動きは
鈍い。中小企業庁の「2013年版中小企
業白書」によると、宿泊業・飲食サービ
ス業で自社ホームページを開設している

企業の割合は、他産業に比べて高水準だ
（図3）。ところが、IT化によって業務効
率化を目指す企業の割合は低い（図4）。
また、仕事の進め方や運営体制などを変
え、従業員の負荷を軽くする取り組みも
遅れている。十分な集客が見込まれない
場合には、定休日を導入したり、料理を
提供しない「素泊まり」を取り入れたり
するなどの工夫が考えられるが、そうし
た施策を講じているのは、ごく一部に限
られている。
逆に言えば、宿泊業には ITシステム
の導入や、仕事の進め方・サービス運営
体制の見直しといった働き方改革によっ
て業務スピードを高められる余地がふん
だんに残されていると言える。

働き方改革によって
業務効率化を進めて生産性を高める

Part1. 宿泊業に「働き方改革」が必要な理由
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図 3　業種別ホームページ開設の状況

図 4　業務スピードを高めるために IT を導入している業種

＊�中小企業庁「2013 年版中小企業白書」より。宿泊業・飲食サービス業の企業で、自社ホームページを開設している企業
の比率は決して低くない

＊�中小企業庁「2013 年版中小企業白書」より。業務スピードを高めるために IT を導入している宿泊業・飲食サービス業
の企業は、他産業に比べて少ないのが現状だ

それでは、宿泊業にはどのような働き
方改革が求められているのだろうか？　
次ページ以降、詳しく見ていこう。
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働き方改革
価値創造の源泉である人材を

最大限活用することで
持続的な成長を実現していく

経営改革

業務改革×人事改革
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宿泊業の持続的経営を実現する
「働き方改革」10のキーワード

企業間・店舗間の
ネットワーク

●企業の枠を超えた人材活用
●共同購買による効率化

サービスの
価格反映

●ターゲット顧客の明確化
●顧客単価アップ

プロ人材の育成

●計画的な研修の設定
●魅力あるキャリアの提示

情報公開による
誘客プロモーション

●ファンづくりと活用
●メディア・著名人の活用

人材ポートフォリオ
の構築

●シニア人材の活用
●外部パートナーの活用

安定稼働

●低付加価値業務の廃止
●営業時間の短縮

労働時間の圧縮

●パートタイマーの削減
●離職率の低下

I T・テクノロジー
の活用

●コミュニケーションコストの削減
●AI・ロボットによる代替

賃金の引き上げ

●地域採用力の強化
●評価基準の見える化

タスク再構築

●マルチタスク化
●手待ち時間の解消

Part2.「働き方改革」10のキーワード

宿泊業における「働き方改革」は、雇用
や処遇といった人事に関する取り組みだけ
で成果をあげることはできない。宿泊業は
労働集約型の産業であり、顧客に提供す
る付加価値の中で、「人による直接的なサー
ビス」の占める割合は大きい。つまり、働
くスタッフがビジネスにおける価値創造の
源泉となっている。そういった宿泊業では
「業務改革」と「人事改革」を一体的に取
り組むことで、持続的な経営が可能となる
よう、生産性の向上を推進していくことが
不可欠であり、「働き方改革」は「経営改革」
そのものである。

今回のレポートでは、日本全国の宿泊業
において特に大きなウェイトを占める旅館
を対象として、独自に実施した聞き取り調
査などをもとに、働き方改革を実現するた
めの10のキーワードをまとめた（図5）。
ポイントは「売上・利益の拡大」を目指す
業務改革と「人材の定着・育成促進」を図
る人事改革を区別せずに、全体で1つの
ストーリーとして取り組むことだ。10のキー
ワードは、相互に密接に関連し、一体的に
取り組むことによって相乗効果を発揮する。
どのテーマに取り組むかの優先順位はそ
れぞれの事業者が抱えるテーマによって異

なるだろう。しかし、重要なのは個々の項
目について部分的に実施するのではなく、
全体を1つのストーリーとして取り組むこと
でしか成果は上がらないということだ。
今、宿泊業において、「人手不足」は目
を背けることのできない重大な課題となっ
ている。持続的な経営を進めるため、そ
れらの課題に向き合い、解決に向けた施
策を講じることが不可欠である。そのカ
ギは「働き方改革」にある。
次のページから、10のキーワードそれ
ぞれについて解説したい。

図 5 ｢業務改革｣と｢人事改革｣を1つのストーリーとして進める「働き方改革」10のキーワード
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限られた人材を活用するためには、１
人の業務を細かく分解し、サービスの付
加価値を生み出す業務を明確にした上
で、役割分担の見直しやマルチタスク化
を推進することによって生産性の高い働
き方を実現していくことが求められる
（図6）。ただ、担当分けを変え、IT を
導入するだけではなく、根本からタスク
を見直し、分解し、再編することが重要
である。その分類の仕方は下記の4つ
が考えられる。
タスクを再構築することによって、総
労働時間は短縮される一方で、労働時間
の密度を高めていくことができる。
① 【タスクを捨てる】
顧客にとって付加価値がない業務は捨
てる　

② 【タスクを無人化する】
効率化できるタスクはIT化やテクノロ
ジーによって代替し、効率を高める　

③ 【タスクを切り出す】
画一的なタスクは集中して切り出す　

④ 【タスクをプロ化・マルチ化する】
付加価値の高い「顧客と直接触れ合
う仕事」はスキルの高いスタッフが
行うように組み合わせ、マルチタス
ク化する

Part2.「働き方改革」10のキーワード

タスク再構築
～�従業員の職務を分解・再編し、付加価値を生む
業務を見極め、生産性の高い働き方を実現�

Keyword ❶

タスク再構築のイメージ
図 6
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仕事のレベルを
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IT・テクノロジーの活用
～ �IT化、AIやロボットによる業務の代替を進め
　効率化とサービス向上を実現�

Keyword ❷

最新のテクノロジーを活用して情報伝
達のスピードを高め、非効率な業務を機
械化することによって、生産性向上と
サービス向上が可能となる。
宿泊業はこれまで、他産業と比較し
て業務効率化の分野で IT投資を十分に
行ってこなかった。サービスが属人的に
行われ、業務が可視化されてこなかった
こと、「おもてなし」は人のサービスで
実現するものだという思い込み、また、
売上に直接つながらない部分は投資対効
果が見えないため、十分に投資されない
というケースが散見されていた。労働集
約型である宿泊業では、顧客接点から離
れた付加価値の低い業務を IT化するこ
とにより、スタッフが付加価値の高い業
務に専念でき、サービスの質の向上を実
現できる。
先行的な取り組みをしている旅館で
は、業務の実態を調べたところ、顧客接
点に最も時間を割き、付加価値を提供
するべき接客スタッフの多くの業務時間
が、情報連携のために館内を走り回るこ
とに使われていたことがわかった。
人間であればミスにつながる作業を効
率化できるだけでなく、コミュニケーショ
ンコストも低下し、本来行うべき、売上
の拡大につながる付加価値の高い業務に
集中することができる。ITテクノロジー
の活用は、「働き方改革」のカギを握る。

鶴巻温泉  元湯 陣屋 
（神奈川県）

元湯�陣屋では「陣屋コネクト」という
統合システムを自社で製作し、予約管理、
売上分析、会計処理、原価管理、アンケー
ト分析などを一元管理し、旅館における
業務のあらゆるロスを削減している。
例えば、売上、原価といった経営情報
をタイムリーに経営者が確認できるよう
になることで、適切な手が打てるように
なり、利益につながっている（料理原価
率は導入前から８％低減）。
また、タブレット端末を活用し、顧客
情報がタイムリーに全従業員にシェアさ
れることで、情報連携の手間がなくなる
とともに、均質なサービスの提供も可能
になっている。

Part2.「働き方改革」10のキーワード
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これまで宿泊業の多くは、1年 365
日営業し続け、その中で客室稼働率を高
めることを目指してきた。そのため、集
客が難しい時季は、単価を下げて客室稼
働率を高めるといった施策が行われがち
だった。�
しかし、顧客接点から価値を生み出す
人材の確保が難しくなってきている現
在、その考え方を転換しなければならな
い。これからの宿泊業に求められる観点
は、限られた人材を最大限活用できるよ
うに、安定稼働を実現することである。
1年間の客室稼働率を上げるという発想
ではなく、人材の稼働率を高めるという
発想に切り替え、労働時間における稼働
状況を高い水準で安定させることを目指
すべきである。�
例えば、定休日を設定して営業時間を
圧縮する、付加価値の低い業務を廃止す
る、もしくは、料理を提供せずに「素泊
まり」の宿泊のみを受け付けて、一部の
スタッフが休める日を設定するなどの施
策が安定稼働につながる。限定された営
業時間に安定的に高い業務稼働率を実現
し、限られた人材だからこそ、高い付加
価値を提供でき、生産性を高めていくと
いう発想が求められる。

鶴巻温泉  元湯 陣屋 
（神奈川県）

元湯�陣屋は現在、週３日の休館日を設
定している。それに伴い、正社員20人、
パート・アルバイト100人といった体制
から、正社員25人、パート・アルバイト
15人にまで減少し、週4日の営業日に対
応できている。休館日を設定することで、
安定稼働が可能になり、常に質の高いサー
ビスを提供できる従業員が対応できるよ
うになった。総額人件費が下がったため、
残った従業員の給与を大きく引き上げ、
彼らの休みを増やすことができた。休館
日を設定することで従業員の質が高まり、
サービス品質を上げ、客単価を引き上げ、
売上・利益を大幅に向上させるという好
循環を実現している。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

安定稼働
～�人材を最大限活用し、業務稼働を安定化
する仕組み・体制の導入�

Keyword ❸



Case Study ❸

サービスの価格反映
～�顧客のニーズに応じたサービスを実現し、
価格に反映��

Keyword ❹
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これまでの日本のサービス産業では、
厳しい競争の中で、顧客のニーズの有無
にかかわらず、サービスを過剰に拡大し
続けてきた。例えば、コンビニエンスス
トアの24時間営業、宅配便の再配達な
どがその典型例である。また、宿泊業の
場合は、1人の接客スタッフが一組の顧
客に付きっきりで対応するなどのサービ
スが該当するだろう。しかし、実際には
顧客のニーズに合致しておらず、競争の
結果として生まれただけの非効率な業務
となっているケースが多い。顧客が本当
に求めているサービスではないため、価
格に反映できず、人件費のみが高まって、
収益を悪化させるという負のスパイラル
に巻き込まれているのが実態である。
この負のスパイラルを脱するために
は、業務改革の中で、顧客ニーズを適切
に把握し、いかに客単価を上げていくか
が重要だ。本当に価値のあるサービスで
あれば、その対価を顧客から受け取るこ
とができる。そのために、IT・テクノロジー
を駆使し、顧客情報を最大限に活用する
ことが重要だ。戦略的にターゲット顧客
を設定し、顧客に合致した料理・設備・
サービスを提供することが求められる。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

賢島温泉  汀渚 ばさら邸 
（三重県）

ばさら邸は、顧客の半数以上が標準よ
り高単価なプランを選択しているにもか
かわらず、高稼働率を実現している旅館
である。
高稼働率の秘けつの1つは、ITを活用

した顧客データベースの徹底管理だ。顧
客の氏名、年齢はもちろん、食事の好み
やアレルギーの有無、提供したアルコー
ル類の種類とその感想などを、接客スタッ
フが実に細かく記録。その上で、かゆい
ところに手の届くサービスを提供してい
る。また、ばさら邸ではこの10年間で
13回のリニューアルを実施した。それに
より、「次はどのような変化があるだろう
か？」と顧客の期待をかき立てているのだ。
こうした取り組みによって、ばさら邸
はリピーターを増やし続けている。中に
は、月に2回以上宿泊するようなファン
も少なくないそうだ。



Case Study ❹

Keyword ❺

情報公開による
誘客プロモーション
～�評判を形成するために情報公開を
　最大限活用したプロモーションを展開�
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旅行先での写真・動画情報がインター
ネット上にあふれている。いまや、集客
戦略として、リピーターとなっているファ
ンによるSNSへの書き込みを活用する
ことは不可欠である。なぜなら、繰り返
し来館する顧客がSNSなどを通じて主
体的に情報発信することで、ブランド価
値を高め、潜在顧客に対する認知・浸透
を促進することが可能となるからだ。こ
のようなインターネットを介した情報は
日本国内のみならず、海外にも伝わり、
訪日外国人旅行者の喚起にもつながる。
また、メディアの積極的な活用は、プ
ロモーションに有効な手段である。休館
日を設定している場合、従業員を休ま
せる代わりに、メディアの取材や撮影に
施設を使用することで、遊休資産をプロ
モーションに活用することもできる。メ
ディアを見た層が新たな顧客となるし、
併せてキャンペーンを実施して集客につ
なげることもできる。さらに、メディア
への露出が増えることで、よい評判が企
業ブランドにつながり、雇用にもよい影
響が出るという好循環を作り上げること
ができる。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

鶴巻温泉  元湯 陣屋 
（神奈川県）

元湯�陣屋は、休館日に館内の施設を
映画などの撮影場所として提供すること
で、人手はかけずに資産を活用している。
またメディアへの露出にも、宿泊業に関
する媒体に限らず、経済誌など幅広く積
極的に取り組んでいる。自社の新たな取
り組みを包み隠さず公開していくことで、
旅館に対する固定観念を覆し、集客・ブ
ランド価値向上につなげている。さらに、
メディアの情報公開に合わせたキャン
ペーンを行うなど、一貫した取り組みを
行って新たな顧客獲得にもつなげている。



Data

賃金の引き上げ
～�サービスレベルに見合った魅力的な
　賃金水準の実現��

Keyword ❻
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給与と評価
リクルートワークス研究所の調査で
は、宿泊施設の接客スタッフの正社員の
年収は、調査対象全体の正社員と比較し
て70％程度、サービス業全体と比較し
ても90％程度と低い水準にとどまって
いる（図7）。これでは、優秀な人材が
集まらない。もちろん、利益が出ていな
ければ、賃金の引き上げは実現できない
が、一方で賃金が魅力的なものでなけれ
ばよい人材は集まらない。先行的に取り
組んでいる企業は、収益を賃金というか
たちで社員に分配し、他産業と同水準以
上の賃金を実現して採用力を強化するこ
とで、人材獲得に成功している。
また、宿泊業の接客スタッフは自分の
働きに対する評価に満足できていない割
合が高い（図8）。キャリアステップの
基準や、それによる賃金の上昇の仕組み
を明らかにして、従業員の働きがい、モ
チベーションを引き出すことが求められ
る。今後、労働力人口が減少する中で、
いかに優秀な人材を確保し、定着させて
いくのかが最大の経営課題となる。人的
サービスの源泉である優秀な人材を獲得
し、売上・利益とサービスの好循環を生
み出すためにも、あるタイミングで思い
切った賃金への還元が求められる。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

図 7
主な仕事からの年収（調査対象の中で正社員のみに限定）

＊リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査 2016」より作成

図 8
宿泊業の接客スタッフは評価に満足していない
＊リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査 2016」より、「自分の働きに対する正当な評価を
得ていた」の問いに「どちらかというとあてはまらない」と「あてはまらない」と答えた人の割合
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Data

労働時間の圧縮
～�総労働時間を圧縮し、継続的なキャリアを
実現できる働き方へ

Keyword ❼
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労働時間と自由度
宿泊業の現場で働く人々にとって、労働
時間が長く、かつ、早朝・夜間や土日の
仕事が多くて労働時間を自由に選べない
ことは重大な問題である。リクルートワー
クス研究所での調査では、宿泊施設の接
客スタッフの60％以上が1週間に45時
間以上働いている。（図9）。これは、全
体の平均を大きく上回る水準だ。また、
勤務時間を自由に選べると回答した割合
は18.7％にとどまり、勤務時間の自由度
も低いことがわかる（図10）。そのため、
仕事とプライベートのバランスが崩れてし
まい、早期離職につながっている事例も
多い。せっかく習熟してきた人材が離職し
てしまうため、すき間時間を埋めるために
臨時で従業員を雇用せざるを得ず、サー
ビスの質も上がらない。
こうした状況を打破するには、総労働
時間の圧縮が不可欠だ。それには、「IT・
テクノロジーを導入し、人が行わなくても
よいタスクを機械化する」、「特定のタスク
を切り出し、専門スタッフに担当させる」、
「縦割り型の組織を改め、さらに、�1人の
スタッフが複数の仕事を行うことで、何も
仕事がない『手待ち時間』を解消する」な
どが有効だろう。このような取り組みを
通じてスタッフの労働時間を削減すれば、
接客の質の向上や従業員のモチベーショ
ンアップが期待でき、それが業績向上をも
たらすという好循環につながるのだ。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

図 10
労働時間を自由に選べない
＊�リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査 2016」より、「勤務時間を自由に選ぶことができた」
の問いに対して「あてはまる」と「どちらかというとあてはまる」と答えた人の割合
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図 9　
1 週間の平均労働時間は長い
＊リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査 2016」より作成（単位：％）
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Data

人材ポートフォリオの構築
～多様な人材が活躍できる環境整備

Keyword ❽
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これまでの旅館では、独身者が近隣の
寮に住み込み、朝早くから朝食の準備を
して昼に長時間の休憩を取り、夕食の片
付けなどで夜遅くまで居残るという働き
方が珍しくなかった。こうした事情もあ
り、宿泊業の現場で働くスタッフは、他
の産業に比べて配偶者のいない比率が高
い（図11）。ワークライフバランスを
保ちながら長期的に働くことが、なかな
か難しかったのだ。30代・40代の割
合が他産業と比べて低いということも、
その影響だろう。
しかし、IT・テクノロジーの活用、タ
スクの再構築などを行えば、これまでは
宿泊業と縁遠かった人材も宿泊業で働く
ことが可能になる。例えば、主婦・外国人・
シニア人材の活用も期待できるし、短時
間雇用など多様な雇用・就業形態の導入
なども考えられるだろう。
特に、60歳以上の割合が高い宿泊業
においては、シニア人材の活用は不可欠
である。業務にあったシニア人材を雇用
するのではなく、シニア人材のスキル・
能力にあわせた業務設計が必要だ。
また、社内ではカバーできない業務領
域は、外部のパートナーと協力して実現
することも検討すべきである。全てを自
社の内部に抱え込む必要はない。外部と
うまく連携をしながら、ビジネスを展開
していくことが求められる。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

図 11　
宿泊業で働く人の中で配偶者がいない人の割合は高い
＊リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査2016」より、「配偶者はいない」と回答した割合を抜粋

調査対象全体 (N=28,260)

サービス業 (N=3583)

宿泊施設接客 (N=131)

職種別にみた有配偶者率

配偶者がいない41.8％

配偶者がいない48.1％

配偶者がいない55.1％



Data

プロ人材の育成
～�サービス向上にむけた教育研修の機会を
　つくり、魅力的なキャリアパスを提示する�

Keyword ❾
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効率化を進めるとともに、サービスの
プロを育成していくことが収益拡大には
重要である。宿泊業の現場で働くスタッ
フで、通常の業務を離れて受けた研修が
ないと回答した割合は80％近くに上っ
ている（図12）。また、実務の場にお
いても、60％以上が知識や技術を習得
する機会が全くないと回答している（図
13）。これでは、サービスの質の向上に
つながらない。接客スタッフのサービス
が企業の価値創造の源であるという考え
からは逆行している。
これまで検討してきたように、総労働
時間を圧縮し、安定稼働させることで、
計画的な教育体系を設定することが可能
だ。そこに付加価値をつけられる高度専
門人材を育成する機会、仕組みが導入で
き、プロフェッショナルを育てる好循環
につながる。
また優秀な人材を獲得し、定着しても
らうためには、魅力的なキャリアパスを
提示することも有効だ。顧客に価値を提
供するプロフェッショナルや、経営者と
しての独立・起業など、魅力的なキャリ
アを提示することで、求める人材の確保
が可能になる。

Part2.「働き方改革」10のキーワード
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74.1

52.6

69.8

51.6

職種別にみた教育・研修の有無

図 12
研修を受けた経験がない
＊リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査2016」より、「あなたは、通常の業務を一時的に離れて、
社内外で、教育・研修などを受ける機会はありましたか」の問いに「機会がなかった」と回答した割合

図 13
知識や技術を習得する機会がない
＊リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査2016」より、「あなたは、仕事の実務を通じて、新しい知識や
技術を習得する機会がありましたか」の問いに「新しい知識や技術を習得する機会は全くなかった」と回答した割合
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企業間・店舗間のネットワーク
～�企業・地域を超えて提携を行うことにより
　規模を生かしてリソースを最大限活用可能に�

Keyword �
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生産性向上に向けた改革が成果を生む
には、1つの旅館だけで取り組むには限
界があり、ある程度の経営規模が必要と
なる。中小規模の旅館が改革を行うため
には、企業や地域の枠組みを超えた連携
を行うことで、規模の拡大を実現するこ
とが望ましい。
例えば、複数の旅館で共通のシステム
を開発・導入したり、システムを使って共
同購買を行ったりする。あるいは、施設
間の人材交流や教育研修の共同実施など
によって、企業単独では難しいレベルの
生産性向上を追求することが可能になる。
また、宿や地域を超えたネットワーク
を構築することで、細分化した業務を集
めて効率的な業務につなげることもでき
る。例えば、食材の下ごしらえなど、各
旅館で分散して実施をすると多くの人手
がかかってしまうことを、ある旅館の調
理場をセントラルキッチンとして複数の
旅館で活用するという方法がある。

Part2.「働き方改革」10のキーワード

鶴巻温泉  元湯 陣屋 
（神奈川県）

元湯�陣屋では、共通システム「陣屋コ
ネクト」のネットワークを活用した「JINYA�
EXPO」というリソース交換ネットワーク
サービスを展開している。これは旅館同
士が相互に連携・交換・助け合いができ
る仕組みで、共同購買による調達力の強
化、旅館間での人材交流、商品の共同開
発などを行っている。

Case Study❺

おわりに

働き方改革の10のキーワードは、どれか１つに対処しても成果にはつながらない。全体として１つのストーリー
として取り組むことが重要である。
人手不足への対応は、サービス産業において避けることのできない課題である。今回は宿泊業を題材にしたが、

人材を価値創造の起点と考え、業務改革と人事改革の両面から生産性向上に取り組む手法は、サービス産業に共
通して有効である。働き方改革の取り組みが進むことで、生産性の高い働き方が実現し、現場のスタッフが生き
生きと働ける社会を実現していきたい。
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